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3　国債残高等

（1）　国債及び借入金並びに政府保証債務現在高の推移
（単位：億円）

19年12月末18年度末17年度末16年度末15年度末区分
6,786,4166,741,2216,705,7946,263,6335,564,163内国債
5,345,1455,317,0155,269,2794,990,1374,569,736普通国債
3,544,8543,447,3513,372,7973,172,4412,938,322長期国債（10年以上）
1,525,2561,455,1591,382,7121,351,4561,225,000中期国債（2年から6年）
275,035414,505513,770466,240406,413短期国債（1年以下）
1,410,4341,389,0611,393,5321,215,532918,490財政融資資金特別会計国債
897,750834,831703,334567,969403,290長期国債（10年以上）
512,684554,230690,198647,563515,200中期国債（2年から5年）
5,6545,6833,6103,3752,717交付国債
24,86223,56321,30021,10221,692出資国債等
3215,89918,07233,48851,529日本国有鉄道清算事業団債券等承継国債

570,366592,824592,737591,122606,057借入金
218,38753,23560,59970,721103,643長期（1年超）
351,979539,589532,138520,401502,413短期（1年以下）
1,023,2691,009,741976,274960,762861,259政府短期証券
8,380,0508,343,7868,274,8057,815,5177,031,478合計

19年12月末18年度末17年度末16年度末15年度末区分
479,214497,283536,051581,271582,940政府保証債務

（注）計数ごとに四捨五入したため、計において一致しない場合がある。

（2）　普通国債残高の残存期間別構成の推移

（兆円）
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（3）　普通国債償還年次表（平成20年度当初予算ベース）
（単位：億円）

償還予定額年度償還予定額年度
77,963年度37平成931,576年度21平成
85,271〃38〃621,665〃22〃
80,368〃39〃476,547〃23〃
86,840〃40〃467,852〃24〃
4,324〃41〃499,264〃25〃
7,477〃42〃287,920〃26〃
3,353〃43〃311,025〃27〃
7,613〃44〃304,408〃28〃
13,359〃45〃320,641〃29〃
16,507〃46〃364,030〃30〃
18,864〃47〃89,685〃31〃
27,766〃48〃110,301〃32〃
11,948〃49〃73,702〃33〃
22,960〃50〃68,924〃34〃
5,159〃59〃73,189〃35〃

5,533,118合計62,617〃36〃
（注）計数ごとに四捨五入したため、計において一致しない場合がある。

（4）　普通国債残高の残存年限別構成及び各残存年限の利付国債の平均金利（平成19年12月末）

（償還年度）

（兆円）
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（5.61％）（1.96％） （0.27％） （0.37％）

（0.78％）（0.56％）（1.66％）（5.03％）

（1.74％） （0.67％） （0.90％）（5.44％）

（1.64％） （0.88％）（6.92％）

（1.40％） （1.26％）

（1.29％）

（6.57％）

（1.04％）（5.57％）

（1.28％）（4.81％）

（1.51％）（4.90％）

（1.50％）（3.72％）

（1.77％）（3.57％）

（2.13％） （1.73％）

（2.19％）

25.52

（注 1）グラフの中の（　）内の計数は、２年債、5年債、10年債及び 20年債についての、各残存年限別の平均金利（表面金利）の加重平均。
（注 2）中長期的なコストの抑制を図るためには、必ずしも、国債発行計画において、単に足許の利払費用（平均利率）が低くなる年限構成を

すればよいとは限らない点に留意する必要がある。実際に国債発行年限を決定する際には、 市場のニーズ・動向等も踏まえつつ、金
利変動リスク・借換リスクと調達コストの関係や将来の償還状況も考慮している。

平均残存期間：6年1ケ月 平均 1.45％

（参考）
利付国債の
平均金利
1.62％
1.19％
1.21％
1.36％
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1.33％
1.39％
1.56％
1.43％
1.66％
1.62％
2.28％

30年債
40年債

20年債
15年変動利付債
10年債
個人向け国債（変動10年）
物価連動債
5年債
個人向け国債（固定5年）
2年債
割引短期国債
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（5）　普通国債の利払費と平均残存期間
（単位：兆円）

平均残存年限一般会計利払費利率加重平均普通国債残高

5年4ヶ月10.53.12331.7平成11年度

5年2ヶ月10.02.67367.6平成12年度

4年11ヶ月9.42.30392.4平成13年度

4年11ヶ月8.61.97421.1平成14年度

5年0ヶ月7.81.72457.0平成15年度

5年1ヶ月7.31.54499.0平成16年度

5年4ヶ月7.01.42526.9平成17年度

5年9ヶ月7.01.43531.7平成18年度

－8.6－546.7平成19年度

－9.3－553.3平成20年度

（注）平成19年度の普通国債残高、一般会計利払費は補正予算ベース。平成20年度の普通国債残高、一般会計利払費は当初予算ベース。

（6）　我が国の「公的債務」の残高に関する主な資料・統計

資料・統計の観点・性格資料・統計の名称

財政運営の観点から将来の負担とも言うべき長期の債務につ
いて、その利払・償還財源が主として税財源により賄われる
債務を国・地方の双方について集計したもの。

（1）「国及び地方の長期債務残高」

国の資金調達活動の全体像を示すとの観点から、国の資金調
達に伴う債務（国債、借入金、政府短期証券）の総額及び政府
保証債務の現在高を表示したもの（四半期ごとに公表） 。

（2）「国債及び借入金並びに政府保
証債務現在高」

財政状況に関する説明責任を一層向上させる観点から、一般
会計と特別会計を合せた「国」を一つの会計上の主体とみな
し、企業会計の手法を用いて国の財政活動の基礎的・総合的
な情報を提供したもの。

（3）「国の財務書類」

国際的な基準に基づき一国の経済状況を体系的に記録するよ
う、金融資産・負債等を部門別に集計したもの。なお、その
部門別分類は機能面に着目して行われており、「一般政府」は、
政府及びその代行的性格の強いものとされている。

（4）国民経済計算体系（SNA）による
「一般政府」の金融資産・負債




